
○ 社⾧の⾧谷川でございます。
○ 本日はお忙しいところ、弊社説明会にご参加いただきまして誠にありがとうございます。
○ 本日はまず、決算につきまして財務部⾧の藤原からご説明しましたのち、私から

「JR西日本グループ中期経営計画2022」の見直しについてご説明させていただ
きます。

○ どうぞよろしくお願いいたします。







○ 財務部⾧の藤原でございます。
○ 私からは第2四半期決算につきまして、ポイントを絞ってご説明いたします。
○ まず、3ページをご覧ください。
○ 新型コロナウイルスの感染拡大に伴い、鉄道・非鉄道事業とも大きな影響を受け、連結での営業収益は対前年▲3,720億円減、営業利益は▲2,736億円減となりました。
○ なお、通期業績予想は、9月16日発表から変更ありません。



○ 4ページをご覧ください。単体の概要です。
○ 営業収益は、運輸収入の減により、対前年▲2,779億円減となりました。
○ 営業費用は、安全に関する施策を着実に実施した一方、人件費や業務費を中心に節減した結果、対前年▲389億円減となりました。
○ 結果、営業損益は、対前年▲2,389億円減となりました。



○ 5ページをご覧ください。運輸収入は、対前年▲2,704億円減となりました。7-9月の前年比は48.1%で、4-6月の 32.3%からは上向きとなっています。
○ まず新幹線は、▲1,694億円減となりました。うち、山陽新幹線が▲1,526億円減、北陸新幹線が▲167億円減です。
○ 近畿圏、その他在来線は記載の通りです。
○ なお、欄外に記載の通り、コロナによる減収影響は、インバウンドも含め▲2,655億円でした。





○ 7ページをご覧ください。単体営業費用は、対前年▲389億円減となりました。
○ 主な内訳として、人件費は、賞与及び超勤等の減により、▲151億円減。業務費は、収入減に伴う発売手数料の減、広告宣伝費の節減等により、▲172億円減です。その他は記載の通りです。
○ なお、対前年▲389億円減のうち、約▲260億円が費用節減によるものです。





○ 9ページ、10ページをご覧ください。連結の概要です。
○ 子会社でも、旅行業やホテル業を中心に厳しい決算となりました。収益は足元では回復傾向にあり、またグループ全体で約▲410億円の費用節減に努めたものの、多くの事業で赤字となりました。
○ 流通業は、対前年▲552億円減収、営業利益は▲130億円減益です。緊急事態宣言期間を中心にご利用が低迷しました。
○ 不動産業は、対前年▲85億円減収、営業利益は▲41億円減益となりました。賃料減免等を行った結果減収、減益となりましたが、不動産賃貸・販売業、SC業ともに黒字を確保しています。
○ その他事業は、対前年▲275億円減収、営業利益は▲131億円減益でした。ホテル業、旅行業の低迷によります。





○ 11ページをご覧ください。上期では、⾧期・短期資金合計で6,143億円の調達、1,210億円の償還を実施しました。第2四半期末の⾧期債務残高は、20年3月期末から4,832億円増となっています。
○ 私からは以上です。







○ 改めまして、⾧谷川でございます。
○ 私からは、先週公表しました中計2022の見直しについて、ご説明させていただき

ます。
○ それでは資料の14ページをご覧ください。今回の見直しのサマリーでございます。
○ 新型コロナウイルス感染症の拡大により、想定していた未来が早く到来し、鉄道・創

造事業とも大きな影響を受けております。
○ この変化により、基幹である運輸収入につきましては、コロナ前の概ね9割程度まで

しか戻らないという前提を設け、今回の見直しを行いました。
○ なお、この前提はコロナ収束状況によって変わりますので、今後、機動的に修正を

加えてまいります。
○ 見直しの全体像としましては、次期中計最終年度である28年3月期頃までを「変

革・復興期」と位置付け、その過程として今中計最終年度である23年3月期にお
ける数値目標等を見直しました。

○ 見直しにあたっては、この激変する外部環境のなかでも「変わらぬ価値観」や「当社
グループの存在意義」を再確認する一方、ご利用が従来のような形に戻らないとい
った変化に対し「変えていくもの」を認識したうえで、4つの軸を策定いたしました。後
程詳しくご説明します。

○ そして財務戦略につきましては、28年3月期までを見据えた中⾧期的な視点で基
本方針を策定し、今中計期間中の設備投資計画、株主還元方針をお示しして
おります。







○ 次に17ページをご覧ください。時間軸と各期の位置づけです。
○ 今中計期間も含めまして、コロナ禍からの経営再建と事業構造改革の行程を3

期に分けております。
○ 安全性向上や地域共生といった取り組みは全ての期を通して行ってまいりますが、

経営の強靭化と変化対応力向上については、変革・復興期に集中的に取り組み、
その先の進化・成⾧につなげてまいります。

○ 次に、4つの軸についてご説明します。



○ 18ページをご覧ください。1つ目は安全性の向上です。
○ 経営の根幹であり、最重要戦略である鉄道の安全については、「JR西日本グルー

プ鉄道安全考動計画2022」を堅持し、「組織全体で安全を確保する仕組み」と
「安全最優先の風土」の構築に取り組むとともに、ハード・ソフトの組み合わせによ
る安全対策を進め、さらなる安全性向上を図ります。

○ また、駅・車内での抗ウイルス・抗菌加工等の新型コロナウイルス感染防止の取り
組みについても今回の見直しに含めております。



○ 次に、19ページからは、2つ目の軸である「地域共生の深耕と新たな価値創造
への挑戦」についてお示ししております。

○ 19ページでお示ししておりますのが「新幹線を基軸とした広域鉄道ネットワークの
磨き上げ」でございます。

○ 最大の成⾧ドライバーである新幹線を軸に、交流人口、関係人口を拡大し、
収入確保に努めてまいります。



○ 20ページでは関西都市圏ブランドの確立についてお示ししております。
○ うめきた地下駅、うめきた2期地区開発等のプロジェクトが進展し、いよいよ開業

も近づいてまいりました。
○ 3大プロジェクトの一つである、大阪駅西部地区の開発により新たな流動を生み

出すとともに、周辺との連携によりエリア全体を活性化してまいります。



○ 21ページでは西日本各エリアの魅力創出としてせとうちパレットプロジェクトの取り
組み事例をお示ししております。

○ 鉄道事業と創造事業が一体となり、西日本各エリアの魅力を創出することに加え、
ビジュアルには記載しておりませんが、最適な地域交通体系の模索・実現に向けて、
引き続き全ての線区を対象にご利用に応じた列車ダイヤの適正化に取り組みます。

○ 鉄道の特性が発揮できないと考えられる線区については、イノベーションの力も活
用しながら、地域のニーズにより適した持続可能な新しい交通体系を、積極的に
地域と共に模索し早期に実現していきます。

○ また、既存資源の最大活用や社会変化に対応した多様な暮らし方や働き方の
提案につながる新たな価値を提供していまいります。



○ 次に22ページをご覧ください。
○ 3つ目の軸である「経営の強靭化」について、構造改革の全体像をお示ししてい

ます。
○ 地域共生の深耕・磨き上げ、新たな価値創造により収入確保に努め、同時にコ

スト構造改革を進めます。
○ とりわけ鉄道事業における固定費の低減が今回の見直しにおける大きなポイント

であり、鉄道オペレーションの生産性向上・スリム化といった取り組みを進めてまい
ります。その取り組みの結果としての営業費用の目標感をお示ししたものが23ペ
ージです。



○ 費用削減の方向性としましては、運輸収入がコロナ前の9割程度の水準でも、
利益を確保していく事業構造を固定費の低減によって実現するということです。収
益見通しが非常に不確定な中で、今回の見直しにおきましては、コスト削減にか
なり注力して議論を進め、取りまとめたところです。

○ 今期は既にご案内の通り、単体で約400億円のコスト節減を行うこととしておりま
すが、継続できるものにつきましては引き続き抑制してまいります。それらの緊急抑
制的なものに加え、プレゼンの青色の矢印でお示ししておりますように、コスト構造
改革を実行することにより、固定費の低減を持続させてまいります。

○ 23年3月期におきまして当初計画が8,510億円であったところ、▲660億円減と
なる7,850億円に見直します。収入連動経費や緊急抑制的なコスト削減も含
めまして、記載のとおりの営業費用を計画しております。



○ 24、25ページでは、4つ目の軸である「変化対応力を高める企業改革」について、
デジタル戦略をご紹介しています。

○ アフターコロナの未来において、豊富で多彩なデータをデジタル技術により利活用
いたします。そして、駅、店舗や地域のリアルな体験とつなげ、新しい価値を生み
だし、さらにそのプロセスを通じて業務改革も進めてまいります。



○ 25ページではそのうちの「顧客体験の再構築」と「鉄道のシステムの再構築」につ
いてお示ししています。

○ 「顧客体験の再構築」につきましては、2023年春に向けてモバイルICOCA
(仮称)を整備し、グループ共通でのポイント付与や、データの活用を通じて、お客
様一人ひとりに応じた移動・生活・観光を便利にサポートしていきます。

○ また、リアルとデジタルを融合した未来駅への挑戦として、うめきた(大阪)地下駅
においてあらゆる車種に対応できるホームドアやAI案内ロボット等の導入にむけて
進めてまいります。

○ 「鉄道システムの再構築」につきましては、技術ビジョンの実現に向けて、地上検
査の車上化やIoTネットワークの活用などにより、保線・電気・車両の「トータルで
のCBM」を実現すべく挑戦してまいります。



○ 次に26ページをご覧ください。
○ 今回の見直しを契機に、持続可能な社会をめざすSDGsに直結する、当社グル

ープの役割を改めて整理しました。
○ 地域が持つ魅力である自然や文化、まちづくりを大切にしながら、交流人口・関

係人口を拡大し、雇用が生まれ、地域が活性化していくサイクルである地域共生
こそが私たちの最大の社会課題への取り組みであると考えています。



○ 27ページから29ページでは、事業別の戦略・施策と最終年度における収益等の
目標をお示ししております。

○ 新幹線ではN700Sを増備し、引き続き成⾧を目指します。
○ また、非鉄道事業におきましても、各事業の構造改革を進め、収益・利益につき

ましては、不動産事業を中心に、合計で概ねコロナ前の水準まで戻す計画として
おります。







○ 次に30ページをご覧ください。中⾧期的な財務戦略についてご説明します。
○ 今後、新たな感染症や自然災害といった災禍が起こった場合でも、一定の財務

体力を確保し、社会インフラを担う企業グループとしての使命を果たし続けていくた
めに、早期の財務基盤回復を図る必要がございます。

○ その観点から、変革・復興期の最終年度となる28年3月期末におきまして、コロ
ナ前の水準であるD/Eレシオ1倍程度への回復を目指してまいります。

○ このこともふまえ、中⾧期的な資金使途の優先順位に関する基本方針を見直し、
安全投資を優先順位①、債務削減・成⾧投資・株主還元を優先順位②として
おります。

○ なお、この方針は本日時点での中⾧期的な考え方をお示ししたものであり、次期
中計で策定する具体的計画にあわせて改めて検討させていただきます。



○ 続いて設備投資について、31ページをご覧ください。
○ 連結設備投資計画については、5か年で1兆2,500億円を計画しております。
○ これまでの拠点開発の進展等による不動産業における成⾧投資の増等はあるも

のの、単体での機械設備の老朽取替などの時期調整やプロジェクト工事の工程
調整などにより、対当初計画比で▲200億円の減を見込んでおります。



○ 最後に還元方針について、32ページをご覧ください。
○ ⾧期安定的な配当を基本方針とし、23年3月期において配当性向35%程度

をめざす方針については維持します。
○ 一方、コロナ影響を受け傷んだ財務基盤を回復させるためにも、自己株式の取

得は中⾧期にわたり実施できる状況にないことから、累計総還元性向の方針に
ついては取り下げざるを得ないと判断いたしました。



○ 33ページ、34ページでは経営指標・目標指標等につきまして、見直しの数値を
お示ししております。

○ 最後になりましたが、非常に厳しい経営環境が続いておりますが、外部環境の変
化は当社が進化するチャンスでもあります。

○ そのためにも、私自身が先頭に立ち、本日お話ししました構造改革を始めとした戦
略を着実に実行し、社会インフラ企業としてその使命を果たしてまいります。

○ そういったポジションに立つためにも、来期は連結・単体ともに経営の黒字化を是
非とも実現していく考えです。そして、最終年度の23年3月期に向け、構造改革
の成果を次期中期経営計画において実現できるよう確かな基盤を築いてまいる
所存です。

○ 鉄道収益が9割程度までにしか戻らないままであったとしても、債務削減と必要な
投資、株主還元の三位を適切に行い得るキャッシュを創出するため、23年3月
期の連結営業利益1,400億円を念頭に、経営を進めてまいります。

○ 以上、ご説明申し上げました。










